
（注）  記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

純   資   産   合   計純   資   産   合   計純   資   産   合   計純   資   産   合   計 913,872913,872913,872913,872

資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計 1,534,0821,534,0821,534,0821,534,082 負　債・純  資  産　合　計負　債・純  資  産　合　計負　債・純  資  産　合　計負　債・純  資  産　合　計 1,534,0821,534,0821,534,0821,534,082

評評評評 価価価価 ・・・・ 換換換換 算算算算 差差差差 額額額額 等等等等 365365365365

そそそそ のののの 他他他他 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 評評評評 価価価価 差差差差 額額額額 金金金金 365365365365

そ の 他 投 資 2,3762,3762,3762,376 別 途 積 立 金 508,968508,968508,968508,968

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 451,166△ 451,166△ 451,166△ 451,166

投 資 有 価 証 券 130,909130,909130,909130,909 利 益 準 備 金 25,70525,70525,70525,705

契 約 証 拠 金 459,356459,356459,356459,356 そ の 他 利 益 剰 余 金 57,80157,80157,80157,801

資資資資 本本本本 金金金金 830,000830,000830,000830,000

投 資 そ の 他 の 資 産 592,641592,641592,641592,641 利利利利 益益益益 剰剰剰剰 余余余余 金金金金 83,50683,50683,50683,506

電 話 加 入 権 1,2881,2881,2881,288 純   資   産   の   部純   資   産   の   部純   資   産   の   部純   資   産   の   部

ソ フ ト ウ ェ ア 520520520520 株株株株 主主主主 資資資資 本本本本 913,506913,506913,506913,506

無 形 固 定 資 産 1,8091,8091,8091,809 負　　債　　合　　計負　　債　　合　　計負　　債　　合　　計負　　債　　合　　計 620,209620,209620,209620,209

車 両 運 搬 具 13,58813,58813,58813,588 繰 延 税 金 負 債 122122122122

工 具 器 具 備 品 1,1831,1831,1831,183

構 築 物 8,7268,7268,7268,726 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 12,77112,77112,77112,771

機 械 装 置 3,1133,1133,1133,113 契 約 証 拠 預 り 金 459,356459,356459,356459,356

建 物 603,768603,768603,768603,768 固固固固 定定定定 負負負負 債債債債 531,494531,494531,494531,494

建 物 附 属 設 備 18,90618,90618,90618,906 退 職 給 付 引 当 金 59,24559,24559,24559,245

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 1,243,7381,243,7381,243,7381,243,738 そ の 他 流 動 負 債 165165165165

有 形 固 定 資 産 649,286649,286649,286649,286

仮 払 金 110110110110 賞 与 引 当 金 5,4665,4665,4665,466

契 約 証 拠 預 り 金 63,30063,30063,30063,300

前 払 費 用 375375375375 未 払 法 人 税 等 1,8461,8461,8461,846

契 約 証 拠 金 63,30063,30063,30063,300 未 払 消 費 税 等 4,6994,6994,6994,699

未 収 入 金 67,69767,69767,69767,697 未 払 費 用 3,0843,0843,0843,084

貯 蔵 品 1,7391,7391,7391,739 預 り 金 1,1301,1301,1301,130

流流流流 動動動動 資資資資 産産産産 290,344290,344290,344290,344 流流流流 動動動動 負負負負 債債債債 88,71588,71588,71588,715

現 金 預 金 157,121157,121157,121157,121 未 払 金 9,0229,0229,0229,022

貸　借　対　照　表

（平成２４年３月３１日現在）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部資　　産　　の　　部資　　産　　の　　部資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部負　　債　　の　　部負　　債　　の　　部負　　債　　の　　部



（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 580580580580 580580580580

当 期 純 損 失 53,39853,39853,39853,398

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

1,9961,9961,9961,996

税 引 前 当 期 純 損 失 52,81852,81852,81852,818

投 資 有 価 証 券 評 価 損

24242424 2,0202,0202,0202,020

経        常        損       失 50,79750,79750,79750,797

受 取 利 息 配 当 金 2,0092,0092,0092,009

雑 収 入 4,8314,8314,8314,831 6,8416,8416,8416,841

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 73,70473,70473,70473,704

営        業        損       失 57,63857,63857,63857,638

営 業 外 収 益

そ の 他 の 収 入 3,1643,1643,1643,164 932,415932,415932,415932,415

売 上 原 価 916,349916,349916,349916,349

売     上     総     利     益 16,06616,06616,06616,066

通 運 業 務 収 入 127,230127,230127,230127,230

コ ン テ ナ 修 繕 収 入 22,48322,48322,48322,483

売 上 高

倉 庫 業 務 収 入 779,536779,536779,536779,536

損　　益　　計　　算　　書

 自   平成２３年４月   １日

 至   平成２４年３月 ３１日

（単位：千円）

項　　　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

   1.資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

ア 満期保有目的債券 償却原価法（定額法）

イ その他有価証券

① 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定）

② 時価のないもの 移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

ア 貯　蔵　品 最終仕入原価法

   ２．固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産 建物（建物附属設備は除く）は定額法、その他は定率法に

（リ－ス資産を除く） よっております。

イ 無形固定資産 定額法

（リ－ス資産を除く） ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ウ リ－ス資産

所有権移転外ファイナンス・リ－ス

取引に係るリ－ス資産 リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。

   ３．引当金の計上基準

ア 金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

イ 従業員の賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額の

うち当期の負担額を計上しております。

ウ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務（簡便法による期末自己都合要支給額）に

基づき、当事業年度末において発生していると認められる

額を計上しております。

エ 役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

   ４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

ア 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっ

ております。

（追加情報）

    会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更および誤

謬の訂正に関する基準」（企業会計基準第24号平成21年12月4日）および「会計上の変更および誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号平成21年12月4日）を適用しております。

退 職 給 付 引 当 金 ････････････…

役員退職慰労引当金 ･････････････…

･････････････…

･･････････････････…

･･････････････････…

貸 倒 引 当 金 ････････････…

賞 与 引 当 金 ････････････…

個 別 注 記 表

･･････････････････…

･･････････････････…

･･････････････････…

･･････････････････…

･･････････････････…



（貸借対照表に関する注記）

    （１）有形固定資産の減価償却累計額 千円

    （２）関係会社に対する金銭債権・債務

関係会社に対する金銭債権 千円

関係会社に対する金銭債務 千円

（損益計算書に関する注記）

千円

千円

千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末の発行済株式の数 株

（税効果会計に関する注記）

        繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金の否認等であり、評価性引当金 千円を

全額控除しております。

（リ－スにより使用する固定資産に関する注記）

        貸借対照表に計上した固定資産のほか、物流統合システム等については、所有権移転外ファイナンス・

リ－ス契約により使用しております。

（金融商品に関する注記）

   １．金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については預金・国債等に限定しております。未収入金に係る顧客の信用リスクは、

与信管理に沿ってリスク低減を図っております。

また、その他有価証券は主として株式であり、上場株式については半期ごとに時価の把握を行っております。

   ２．金融商品の時価等に関する事項

　平成24年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

（単位：千円）

（1）現金及び預金

（2）未収入金

（3）投資有価証券

満期保有目的債券

その他有価証券

（4）契約証拠金（1年以内回収含む）

（5）未払金 （ ） （ ）

（6）契約証拠預り金（1年以内返済含む） （ ） （ ）

（※）　負債に計上されているものについては、（　　）で示しております。

（注1）　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（1）現金及び預金、並びに（2）未収入金

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（3）投資有価証券

　これらの時価について、市場価格等によっております。

満期保有目的債券は、平成25年に償還予定です。

（4）契約証拠金（1年以内回収含む）、並びに（6）契約証拠預り金（1年以内返済含む）

　これらの時価について、返済期日までのキャッシュ・フロ－を割り引いた現在価値によっております。

767,283････････････････････････…

････････････････････････… 526,613

････････････････････････… 1,018

関 係 会 社 と の 取 引 高

売 上 高････････････････････････… 22,483

仕 入 高････････････････････････… 536,275

営 業 取 引 以 外 の 取 引････････････････････････… 632

1,660,000

138,690

貸借対照表計上額 時    価 差    額

157,121 157,121 -

67,697 67,697 -

99,912 100,480 568

27,997 27,997 -

522,656 474,991 △ 47,665

9,022 9,022 -

522,656 474,991 47,665



（5）未払金

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（注2）　非上場株式（貸借対照表計上額３,000千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロ－を見積ることなど

ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、｢（3）投資有価証券　その他有価証券｣には含め

ておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）

    該当事項はありません。

（資産除去債務に関する注記）

当社は、隅田川倉庫の建物について日本貨物鉄道株式会社と共有しており、当社の持分は40％であり、

建物の40％持分の土地について日本貨物鉄道株式会社から賃借しております。当社は、日本貨物鉄道

株式会社との土地賃借契約に基づき、隅田川倉庫の撤去時における原状回復に係る債務を有しており

ますが、隅田川倉庫に関する事業は、当社の親会社でかつ当該倉庫の共有者である日本貨物鉄道株式

会社が行う鉄道貨物事業と密接不可分な事業であり、当社の裁量だけで隅田川倉庫の撤去ならびに撤去

の時期を決定することが出来ず、また現時点で撤去が行われる予定もないことから、資産除去債務を合理的

に見積ることが出来ません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

（関連当事者との取引に関する注記）

１.親会社及び法人主要株主等 （単位：千円）

被所有

被所有

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注 １） 価格その他の取引条件は、市場情勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

（注 ２） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

2.兄弟会社等 （単位：千円）

なし

取引条件及び取引条件の決定方針等

ジェーアールエフ商事㈱に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

   １．１株当たり純資産額 円

   ２．１株当たり当期純損失 円

（重要な後発事象に関する注記）

    該当事項はありません。

（その他の注記）

    該当事項はありません。

属性 会社の名称
議決権等の所有 関連当事者

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
（被所有）割合（％） との関係

親会社 日本貨物鉄道（株）

土地・建物の賃借等 536,275

未収入金 149

契約証拠金 522,656

土地・建物の賃借 未払金 1,018

50.0% コンテナ検修の受託
コンテナ検修の受託 22,483 未収入金 3,449

役員の兼任

主要株主
王子製紙（株）

紙の保管・荷役
紙の保管・荷役 400,031 未収入金 35,087

（会社等） 13.4% 役員の兼任

属性 会社の名称
議決権等の所有 関連当事者

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
（被所有）割合（％） との関係

短期貸付金 -

550.52

32.16

親会社の
子会社

ジェーアールエフ商事㈱ 資金の貸付 資金の貸付 200,000


